
　
皆
さ
ん
が
納
め
た
保
険
税
は
、

保
険
医
療
機
関
な
ど
へ
の
医
療
費

の
支
払
い
に
使
わ
れ
る
国
保
運
営

の
た
め
の
重
要
な
財
源
で
す
。
必

ず
納
期
限
ま
で
に
納
付
を
お
願
い

し
ま
す
。

 

通
知
書
の
内
容
を

 

必
ず
ご
確
認
く
だ
さ
い

　
窓
口
で
納
付
す
る
方
、
口
座
振

替
に
よ
り
納
付
す
る
方
に
は
、
納

税
通
知
書
と
決
定
通
知
書
を
送
付

し
ま
す
。

　
す
で
に
年
金
天
引
き
で
納
付
し

て
い
る
方
に
は
、
決
定
通
知
書
兼

特
別
徴
収
開
始
通
知
書
を
送
付
し

ま
す
。

 

保
険
税
の
税
率
等
に
つ
い
て

　
令
和
３
年
度
の
保
険
税
の
税
率

を
改
定
し
ま
し
た
。
改
定
内
容
は

表
１
の
と
お
り
で
す
。

 

所
得
申
告
に
よ
り
保
険
税
が

 

軽
減
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す

　
世
帯
内
の
被
保
険
者
全
員
と
世

帯
主
の
所
得
金
額
の
合
計
が
軽
減

基
準
額
以
下
の
場
合
、
均
等
割
額

お
よ
び
平
等
割
額
が
軽
減
さ
れ
ま

す
。
所
得
不
明
な
方
が
い
る
場
合

は
軽
減
の
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
の

で
、
所
得
申
告
が
必
要
な
方
は
、

必
ず
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

 

特
例
対
象
被
保
険
者
等
の

 

負
担
軽
減
措
置
が
あ
り
ま
す

　
会
社
都
合
な
ど
、
特
定
の
理
由

で
離
職
さ
れ
た
方
は
、
表
２
の
要

件
に
該
当
す
る
場
合
、
保
険
税
が

軽
減
さ
れ
ま
す
の
で
、
必
ず
届
け

出
を
し
て
く
だ
さ
い
。

※

令
和
２
年
３
月
31
日
か
ら
令
和

　
３
年
３
月
30
日
の
間
に
離
職

　
し
、
届
け
出
を
し
て
令
和
２
年

　
度
国
民
健
康
保
険
税
に
こ
の
軽

　
減
が
適
用
さ
れ
た
方
に
つ
い
て

　
は
、
令
和
３
年
度
分
も
自
動
的

　
に
軽
減
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

問
合
せ

国
保
年
金
課
（
２
階
）

☎
（20）
１
５
０
３
　
　
（20）
１
６
０
０

FAX

基礎分

支援金分

介護分

該当要件

①離職日が令和2年3月31日以後であること
②離職日において、65歳未満であること
③「特定受給資格者」および「特定理由離職者」(｢雇
　用保険受給資格者証」の離職理由コードが次のいず
　れかの番号）であること
【11・12・21・22・23・31・32・33・34】
対象者の前年所得のうち、給与所得を30/100と
して算定

雇用保険受給資格者証（原本）

国保年金課および本納支所

算出方法

届出場所

届け出に
必要なもの

所得割

7.3%
(7.7%)

2.7%

2.1%

均等割
※１人あたり

10,000円

20,000円

16,000円

平等割
※１世帯あたり

なし

20,000円
（21,000円）

なし

課税
限度額

19万円

63万円

17万円

国民健康保険税の
納税通知書・
決定通知書を

7月中旬に送付します

　新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

　の
影
響
に
よ
る
保
険
税
の
減
免

　制
度
が
あ
り
ま
す

　
次
の
要
件
を
満
た
す
世
帯
は
、

申
請
に
よ
り
令
和
３
年
度
の
保
険

税
の
減
免
を
受
け
ら
れ
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。

◆
対
象
要
件

①
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

　
に
よ
り
、
主
た
る
生
計
維
持
者

　
が
死
亡
、
ま
た
は
重
篤
な
傷
病

　
を
負
っ
た
世
帯

②
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

　
の
影
響
に
よ
り
、
主
た
る
生
計

　
維
持
者
の
令
和
３
年
の
収
入

　
（
事
業
・
不
動
産
・
山
林
・
給

　
与
の
い
ず
れ
か
）
が
、
令
和
２

　
年
に
比
べ
て
10
分
の
３
以
上
減

　
少
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
、
次

　
の
い
ず
れ
の
要
件
に
も
該
当
す

　
る
世
帯

・
主
た
る
生
計
維
持
者
の
令
和
２

　
年
の
所
得
の
合
計
額
が
１
０
０

　
０
万
円
以
下
で
あ
る
こ
と

・
主
た
る
生
計
維
持
者
の
減
少
が

　
見
込
ま
れ
る
収
入
に
係
る
所
得

　
を
除
い
た
令
和
２
年
の
所
得
の

　
合
計
額
が
４
０
０
万
円
以
下
で

　
あ
る
こ
と

※
減
収
が
見
込
ま
れ
る
収
入
に
係

　
る
令
和
２
年
の
所
得
額
が
０
円

　
ま
た
は
マ
イ
ナ
ス
の
場
合
は
適

　
用
と
な
り
ま
せ
ん
。

※

表
２
の
要
件
に
該
当
し
、
軽
減

　
が
適
用
さ
れ
る
方
は
雇
用
保
険

　
の
基
本
手
当
（
失
業
給
付
）
に

　
よ
り
一
定
の
保
障
が
さ
れ
る
た

　
め
、
給
与
収
入
の
減
少
に
よ
る

　
本
減
免
は
適
用
と
な
り
ま
せ
ん
。

◆
受
付
開
始

　
令
和
３
年
度
当
初
納
税
通
知
書

発
送
後
で
す
。

◆
必
要
書
類

①
の
場
合

・
医
師
の
診
断
書
等

②
の
場
合

・
世
帯
全
員
（
国
保
被
保
険
者
）

　
の
令
和
２
年
中
の
収
入
、
所
得

　
が
分
か
る
も
の

・
主
た
る
生
計
維
持
者
の
令
和
３

　
年
１
月
以
降
の
収
入
実
績
が
分

　
か
る
も
の

　
詳
し
く
は
国
保
年
金
課
ま
で
お

問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

※（　）内は令和2年度
※所得割は、前年の所得から基礎控除最大43万円を引いた額に、各税率をか
　けて算出します。

【表1】

【表2】

広報もばら 2021.7.1 ❹


